
社会福祉法人の運営について
〈第二部〉

横浜市健康福祉局監査課
令和５年３月

※本資料では、令和５年度における社会福祉法人（横浜市健康福祉局所管）の運営について、新制度のご案内や注意点等を
まとめております。法人運営のご参考としてください。
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②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

令和３年度の指導監査では、評議員会・理事会の事務⼿続や役員等の選任⼿続に誤り等がある法⼈
が多く⾒られました。

指摘事例の内容

（事例１）
評議員の選任⼿続が適正に⾏われていない
（定時評議員会よりも前に評議員選任・解任委員会を開催する場合の
就任承諾書の⽇付が適切でない）

（事例２） 評議員・理事会の決議の省略⼿続に不備がある
（全員の同意を取っていない）

（事例３） 評議員会・理事会の議事録に不備がある
（決議を省略した場合の決議があったものとみなされた⽇の誤り）

（事例４） 法令及び定款の定めに従い、決算⼿続が適正に⾏われていない
（計算関係書類等について理事会の承認を受けていない）
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（事例１）評議員の選任⼿続が適正に⾏われていない

②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

＜定時評議員会の前に評議員選任・解任委員会を⾏う場合＞
◇新評議員の就任承諾書の⽇付は「定時評議員会の開催⽇と同⽇」が望ましい。
◇ 3⽉中に評議員選任・解任委員会を開催して 評議員を選任した場合、定時評議員会の前年度か

ら起算することになるため、通常よりも任期が１年早く到来することに注意が必要。

旧評議員

新評議員

任期の起算点 就任⽇

定時評議員会

選任・解任委員会
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（事例１）評議員の選任⼿続が適正に⾏われていない

②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

＜定時評議員会の後に評議員選任・解任委員会を⾏う場合＞
◇定時評議員会終了以降、新評議員の選任及び就任までの間については、

社会福祉法第42条第1項に基づき、旧評議員が評議員としての権利義務を有しており、
暫定的に職務を担う。

◇ただし、上記の状況が⻑期間に渡るのは適当ではないため、定時評議員会終了後、
速やかに評議員選任・解任委員会を開催して新評議員を選任し、就任承諾を得ること。

旧評議員

新評議員

任期の起算点かつ就任⽇

定時評議員会

選任・解任委員会
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（事例２）評議員会・理事会の決議の省略⼿続に不備がある

②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

●全員の同意を取っていない。
次の要件を満たしたときに、評議員会・理事会の決議を省略することができます。

評議員会の決議の省略の要件
①理事が評議員会の⽬的事項について提案したこと
②当該提案について議決に加わることができる評議員の全員が書⾯⼜は電磁的記録により同意の意

思表⽰をしたこと

理事会の決議の省略の要件
①理事会の決議の省略に関する定款の定めがあること
②理事が理事会の決議の⽬的である事項について提案すること
③当該提案につき理事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書⾯

⼜は電磁的記録により同意の意思表⽰をしたこと
④監事が当該提案について異議を述べていないこと
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（事例３）評議員会・理事会の議事録に不備がある

②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

●決議を省略した場合の決議があったものとみなされた⽇の誤り
評議員⼜は理事の全員が同意の意思表⽰をしたときに、決議あったものとみなされます。
例えば、理事会において、6⼈の理事から同意を取得する必要がある場合には、6⼈⽬の理事か
ら同意の意思表⽰が到達した⽇になります。

決議を省略した場合の議事録記載事項
①決議を省略した事項の内容
②決議の省略をした事項の提案をした者の⽒名
③評議員会⼜は理事会の決議があったものとみなされた⽇
④議事録の作成に係る職務を⾏った者の⽒名
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②法人指導監査における主な指摘事例
(法人運営における事務手続について)

●計算関係書類等について理事会の承認を受けていない

計算関係書類等の承認等（会計監査⼈を置かない法⼈の場合）

理事会 評議員会
◆承認が必要な書類
１ 計算書類

イ 貸借対照表
ロ 収⽀計算書

(1) 資⾦収⽀計算書
(2) 事業活動計算書

２ 事業報告
３ 附属明細書
４ 財産⽬録

◆承認が必要な書類
１ 計算書類

イ 貸借対照表
ロ 収⽀計算書

(1) 資⾦収⽀計算書
(2) 事業活動計算書

２ 財産⽬録

◆報告が必要な書類
1 事業報告

（事例４）法令及び定款の定めに従い、決算⼿続が適正に⾏われていない
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種 別 指 摘 事 例 の 内 容

（事例１） 法⼈経理規程の内容に関するもの

（事例２） 積⽴⾦・積⽴資産の計上に関するもの

（事例３） 契約の締結や更新に係る⼿続きに関するもの

（事例４） 計算書類の注記に関するもの

（事例５） 現⾦の管理⽅法、管理体制等に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

令和３年度の指導監査では、経理規程の内容が社会福祉法⼈会計基準や社会福祉法に則していない
事例、計算書類の注記の作成に係る不備等が数多く⾒られました。
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（事例１）法⼈経理規程の内容に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

●法令に則していない内容が認められた。
①法令改正前の条⽂や⽂⾔が使⽤されていた

※現⾏の社会福祉法⼈会計基準では「財務諸表」
という⽂⾔は使⽤されていません。

②決算関係書類（計算書類）の確定
×︓理事会の承認 → ○︓理事会の承認＋評議員会の承認
※社会福祉法において、計算書類の確定には理事会だ

けではなく、評議員会の承認も必要とされています。

●記載内容に不備が認められた。
・「作成する計算書類の附属明細書」の記載もれ
・「拠点区分」「サービス区分」の記載もれなど

社会福祉法⼈○○ 経理規程

この規定は社会福祉法⼈○○の経理の基準を
定め、・・・

・
・
・

（附則）
この規程は平成24年○⽉1⽇から施⾏する

（附則）
この規程は平成27年○⽉1⽇から施⾏する

平成29年4⽉以降に改正を⾏っていない規程は、
現⾏の法令等に準拠できていません︕
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（事例２）積⽴⾦・積⽴資産の計上に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

第三号第一様式

貸 借 対 照 表

年 月 日現在

（単位：円）

資産の部 負債の部

当年度末 前年度末 増減 当年度末 前年度末 増減

流動資産 流動負債

現金預金 短期運営資金借入金

有価証券 事業未払金

事業未収金 その他の未払金

・
・

・

・

徴収不能引当金 ・

固定資産 固定負債

基本財産 設備資金借入金

土地 長期運営資金借入金

建物 リース債務

定期預金 役員等長期借入金

投資有価証券 退職給付引当金

長期未払金

その他の固定資産 長期預り金

土地 その他の固定負債

建物

構築物

機械及び装置 負債の部合計

車輌運搬具 純資産の部

器具及び備品 基本金

建設仮勘定 国庫補助金等特別積立金

有形リース資産 その他の積立金

権利 修繕積立金

ソフトウェア 次期繰越活動増減差額

無形リース資産 （うち当期活動増減差額）

投資有価証券

・
・

修繕積立資産

差入保証金

長期前払費用

その他の固定資産 純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

●積⽴⾦及び積⽴資産について、「積⽴の⽬的」を明確に
⽰す名称が付けられていなかった。

貸借対照表の中区分における勘定科⽬の名称は「その
他の積⽴⾦」ではなく、次のように積⽴の⽬的を具体的
に⽰す名称としてください。（例︓修繕費積⽴⾦、施設
整備費積⽴⾦、⼈件費積⽴⾦等）

●積⽴⾦を計上する際に、同額の積⽴資産が積み⽴てられ
ていなかった。

貸借対照表の⼤区分における「その他の積⽴⾦」を積
み⽴てる場合は、必ず同額の積⽴資産を計上してくださ
い。
（例︓修繕費積⽴⾦を１千万円積み⽴てる場合は、修繕

費積⽴資産を1千万円計上する）
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（事例３）計算書類の注記に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

●古い様式が使⽤されていた。
様式は「社会福祉法⼈会計基準の制定に伴う会計処理

等に関する運⽤上の取扱いについて」の別紙１、２で定
められています。

●⼀部の拠点区分に関する注記が作成されていなかった。
注記は「法⼈全体分」及び「全ての拠点区分」につい

て作成が必要です。

●「該当がなくても省略できない項⽬」が省略されていた。
該当事項がない場合、項⽬の記載を省略できるのは左

記の4項⽬のみです。それ以外は項⽬名を残し、次⾏に
「該当なし」と記載してください。
※拠点区分⽤注記では「1.継続事業の前提に関する注

記」がないため、省略できるのはそれ以外の3項⽬です。

計算書類に対する注記（Ｂ拠点）

１．継続事業の前提に関する注記
・

３．重要な会計⽅針の変更
・
・
・

９．有形固定資産の取得価額、減価償却
累計額及び当期末残⾼

10.  債権額、徴収不能引当⾦の当期末残
⾼、債権の当期末残⾼

・
・
・
・

計算書類に対する注記（Ａ拠点）

１．継続事業の前提に関する注記
・

３．重要な会計⽅針の変更
・
・
・

９．有形固定資産の取得価額、減価償却
累計額及び当期末残⾼

10.  債権額、徴収不能引当⾦の当期末残
⾼、債権の当期末残⾼

・
・
・
・

計算書類に対する注記（法⼈全体⽤）

１．継続事業の前提に関する注記
・

３．重要な会計⽅針の変更
・
・
・

９．有形固定資産の取得価額、減価償
却累計額及び当期末残⾼

10.債権額、徴収不能引当⾦の当期末
残⾼、債権の当期末残⾼

・
・
・
・
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稟議書（例）
件名「○○業務委託契約の更新について」

○○業務委託契約につきましては、△△株式会社
との契約が平成○○年○⽉○⽇に期間満了となりま
すが、以下の理由により契約を更新します。

（契約を更新する理由）
・３者から⾒積書を徴収して価格を調査した結果、
最も安価である。
・契約内容を遵守し、適正に業務を履⾏している。

（事例４）契約の締結や更新に係る⼿続に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

●⾃動更新の契約について、契約の更新に係る稟議書等が
作成されていなかった。

契約の更新にあたっては、主に次の視点から契約継続
の妥当性について検証し、法⼈として意思決定を⾏うこ
とが⼤切です。
①現契約額が妥当であるか（他社⾒積書等から判断）
②この1年の業務の履⾏状況は適正か

理事⻑ 会計責任者 事務⻑ 出納職員

印 印 印印

定期的に価格調査を⾏い、契約額
の妥当性を確認しましょう︕
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（事例５）現⾦の管理⽅法、管理体制等に関するもの

②法人指導監査における主な指摘事例
（会計・経理・契約手続について）

●現⾦（⼩⼝、⽴替⽤、利⽤料収⼊等）の残⾼確認が⾏わ
れていなかった。

現⾦の出納状況と残⾼を適切に把握・確認するために
出納帳を作成し、残⾼確認（出納帳と現⾦の照合）を経
理規程に定めた頻度で実施しましょう。

⼩⼝現⾦出納帳（３⽉）

3/1 繰越残⾼ 50,000円
3/2 ××購⼊ 1,000円 残⾼ 49,000円

・
・
・

3/31 残⾼ 15,000円

⾦種表（3/31）
10,000円 ○枚 ○○円

5,000円 ○枚 ○○円
1,000円 ○枚 ○○円

・
・

１円 ○枚 ○○円
合 計 15,000円

印 印

『現⾦管理のポイント』
現⾦紛失等の事故を防⽌するため、「相互牽制体制」

を整えることが⼤切です。

現⾦の出納や残⾼確認は複数の
職員で︕

会計責任者への報告も忘れずに︕
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